
レベル３ （対応例）地震等の全学に関わる危機

危機管理計画
－危機発生時の対応マニュアル－

指揮調整

学部長

事案処理

学部

参謀機能

学部事務

指揮調整

研究科長

事案処理

研究科

参謀機能

研究科事務

指揮調整

学系長

事案処理

学系

参謀機能

学系事務

指揮調整

学部長

事案処理

学部

参謀機能

学部事務

指揮調整

研究科長

事案処理

研究科

参謀機能

研究科事務

指揮調整

学系長

事案処理

学系

参謀機能

学系事務

■事務局

学務部
学術
情報部

施設
管理部

総務部

情報

情報

■緊急対策本部

役員会 学長（緊急対策本部長）（危機管理最高責任者）

緊急対策本部事務機能
総務部総務課

情報

研究
企画
推進部

財務部

理 事（緊急対策本部副本部長）
（危機管理総括責任者）

理事 理事 理事 理事 理事 理事

危機管理責任者

指揮調整

意思決定

総括調整グループ

全学に関わる
危機発生！

担当学部・研究科

①学系に連絡・報
告

②所管の事務局
の部・課長に連
絡・報告

部局責任者（部
局長）は最高責
任者、危機管理
総括責任者及び
危機管理責任者
に報告

緊急対応本部

緊急対応本部

総務部長
広報担当

令和６年３月

機1



Contents ●目次

１

２

３

◎新潟大学危機管理計画とは

危機管理体制の考え方

危機発生時（地震・津波）における初動対応

危機発生時における緊急対策本部体制

４

１１

１

本編

２１

４ 本学の危機への備えと取り組み ３２

５ 学内のＡＥＤ設置について ４１

６ 事件・事故・法令違反の指摘等及び要望・苦情の報告 ４４

７ 参考資料－危機対応の考え方 ４９

参考資料編

－国立大学法人新潟大学危機管理規則
－新潟大学危機管理本部規程

８ 緊急連絡先一覧 ５９

機1



本学では、国立大学法人へ移行した平成16年度から「学生及び職員の生命、身体又は本学の施
設、財産等に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事態への対処及び当該事態の発
生の防止のため」に危機管理室を設置し、平成22年10月には学長を本部長とする危機管理本部を
設置してそのもとに危機管理室（令和４年10月「危機管理センター」に名称変更）を置いた。危
機管理本部は、本学における危機管理に係る事務に関し連絡調整を行い、危機管理に関する学長
の、職員及び学生への指示又は命令について、役員会との連携のもとに補佐することを目的とす
る組織である。

本計画は、本学の危機事態の発生を予防するとともに、当該事態の発生後において、役員及び
職員がこれに的確かつ迅速に対処するための方策等をとりまとめたものである。

０ 新潟大学危機管理計画とは

〇危機管理計画（第１２条）
危機事態発生予防と事態発生後の的確か
つ迅速な対処方策を策定

〇安否確認システム（ANPIC）
災害発生時に学生教職員の安否を確認

〇危機管理規則
危機管理体制の基本事項を定める

新潟大学危機管理体制

〇危機管理センター
危機管理本部が定める施策の実施

〇事業継続計画（ＢＣＰ）
危機事態毎に業務継続計画を定める

〇危機対応マニュアル
危機事態毎に対応マニュアルを定める

地震・津波編
海外留学編
国民保護事態編

〇危機管理本部規程（第４条）

危機管理本部
危機管理の適切な方策の実施と発生予防、
発生後の的確かつ迅速な対処

〇防火・防災管理規程
防火・防災の責任者を規定し、発生予防
と発生後の的確かつ迅速な対処を規定

定期的な訓練の実施

地震・津波編
今後検討（感染症、火災、洪水、
水害など）

〇消防計画
防火対象物について消防計画を作成
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国立大学法人新潟大学危機管理規則(平成28年4月28日 規則第17号)

（目的）

第１条 この規則は、国立大学法人新潟大学（以下「本学」という。）において発生する危機に迅速かつ的確に対応するため、本学における危機管
理体制その他基本事項を定めることにより、本学の職員及び学生等の安全確保を図るとともに、本学の社会的な責任を果たすことを目的とする。
（定義）
第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 危機 火災、災害及び重篤な感染症の発生その他の重大な事件又は事故により、職員及び学生等の生命若しくは身体若しくは本学の財産及び
名誉若しくは業務の継続に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事象及び状態をいう。
(2) 危機管理 職員及び学生等の生命若しくは身体又は本学の施設、財産等に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急事態の発生の防
止及び当該事態への対処をいう。
(3) 部局 各学系、各学部（教育学部にあっては、養護教諭特別別科を含む。）、各研究科、医歯学総合病院、各附属学校、各附置研究所、各全学
共通教育研究組織、各機構、本部に置く各組織、事務局、各事務部及び監査室をいう。
(4) 部局長 前号の部局の長をいう。ただし、事務局にあっては、理事のうち事務の総括を担当する者とする。
(5) 職員及び学生等 本学の役員、職員、学生、生徒、児童及び園児並びに医歯学総合病院の患者及び本学において業務等を行うことが認められ
ている者をいう。
（学長等の責務）
第３条 学長及び理事は、本学における危機管理を統括し、全学の危機管理体制の充実を図るものとする。
２ 部局長は、当該部局における危機管理を統括し、危機管理体制の充実を図るものとする。
３ 職員は、本学における危機管理体制が適切かつ有効に機能するよう常に危機管理意識を持って、その職務の遂行に当たるものとする。
（危機管理本部）
第４条 本学における危機管理に関する事項を統括する組織として、危機管理本部を置く。
２ 危機管理本部に関し必要な事項は、別に定める。
（危機管理最高責任者）
第５条 本学の危機管理における最終責任を負う者として危機管理最高責任者（以下「最高責任者」という。）を置く。
２ 最高責任者は、学長とする。
（危機管理総括責任者）
第６条 本学に、危機管理に関する業務を総括させるため、危機管理総括責任者（以下「総括責任者」という。）を置く。
２ 総括責任者は、総務を担当する理事をもって充てる。
（危機管理責任者）
第７条 本学に、危機管理に関する業務を担当させるため、危機管理責任者（以下「管理責任者」という。）を置く。
２ 管理責任者は、理事をもって充てる。

３ 管理責任者は、学長が指定した業務に関する危機管理のための施策の策定、実施、実施効果の検証及び施策の見直し等について掌理するも
のとする。
４ 管理責任者は、前項の実施状況等について、随時、総括責任者に報告するものとする。
（危機管理部局責任者）
第８条 本学に、部局における危機管理に関する業務を担当させるため、危機管理部局責任者（以下「部局責任者」という。）を置く。
２ 部局責任者は、部局長をもって充てる。

３ 部局責任者は、部局における危機管理の推進のための施策の実施、実施状況の把握及び実施状況の総括責任者又は管理責任者への報告
等について掌理するものとする。
（危機に関する通報等）

第９条 職員及び学生等は、緊急に対処すべき危機が発生し、又は発生するおそれがあることを発見したときは、部局責任者及び関係行政機関等
へ通報するものとする。

２ 前項の通報を受けた部局責任者は、速やかに当該危機の状況を確認し、必要な措置を講ずるとともに、最高責任者、総括責任者及び管理責任
者に報告するものとする。
（緊急対策本部）

第１０条 最高責任者は、前条に規定する危機発生の報告を受け、全学的な対策が必要な場合は緊急対策本部を設置し、当該危機に対する方策
を講ずるものとする。
２ 最高責任者は、緊急対策本部長となり、当該危機に関する方策について掌理する。
３ 総括責任者は緊急対策本部副本部長となり、緊急対策本部長を補佐し、緊急対策本部長に事故あるときはその職務を代理する。

４ 緊急対策本部の構成員は、緊急対策本部長及び緊急対策本部副本部長のほか、管理責任者、事務局各部の構成員及びその他緊急対策本部
長が指名した者をもって充てる。
（緊急対応本部）

第１１条 部局責任者は、第９条に規定する危機発生の報告を受けたときは、必要に応じて緊急対応本部を設置し、当該危機への対応を行うものと
する。
２ 部局責任者は、緊急対応本部長となり、当該危機対応の責任者となる。
３ 緊急対応本部の構成員は、緊急対応本部長のほか、緊急対応本部長が指名した者をもって充てる。

４ 緊急対応本部長は、当該危機への対応状況について、必要に応じて、総括責任者及び管理責任者に報告するとともに、当該危機に関し協議を
行い、対応に当たるものとする。
（危機管理計画の策定）

第１２条 本学は、危機事態の発生予防と、当該事態の発生後において役員及び職員がこれに的確かつ迅速に対処するための方策等を取りまと
めた新潟大学危機管理計画（以下「危機管理計画」という。）を策定するものとする。
２ 危機管理計画は、危機管理本部において策定するものとし、定期的に見直し改訂を行うものとする。
（雑則）
第１３条 この規則に定めるもののほか、危機管理に関し必要な事項は、別に定める。

０ 新潟大学危機管理計画とは
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新潟大学危機管理本部規程（平成22年9月30日規程第28号）

（趣旨）
第１条 この規程は、新潟大学学則（平成16年学則第１号）第13条及び国立大学法人新潟大学危機管理規則（平成28年規則第17号。以下「規則」
という。）第４条に規定する新潟大学危機管理本部（以下「本部」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。
（本部の業務）
第２条 本部は、次に掲げる業務を行う。
(1) 危機管理に係る方策の企画・立案に関すること。
(2) 危機事態への対応に関すること。
(3) その他規則第１条の目的を達成するために必要な業務
（本部の組織）
第３条 本部は、次に掲げる者をもって組織する。
(1) 学長
(2) 理事
(3) 危機管理センター長
(4) 危機管理センター副センター長
(5) 危機管理センターの専任教員
(6) 総務部長
(7) その他学長が指名する職員
２ 本部に、本部長、副本部長及び副本部長補を置き、本部長は学長をもって充て、副本部長は理事のうち学長が指名する者をもって充て、副本
部長補は総務部長をもって充てる。
３ 本部長は、本部に関する事務を統括する。
４ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。
５ 副本部長補は、副本部長を補佐する。
（本部会議）
第４条 本部に、危機管理に関する重要事項を審議するため、危機管理本部会議（以下「本部会議」という。）を置く。
２ 本部会議は、前条第１項第１号から第６号に掲げる者をもって組織する。
３ 本部会議に議長を置き、本部長をもって充て、必要に応じて会議を招集する。
４ 議長に事故あるときは、副本部長がその職務を代理する。
５ 会議は、構成員の過半数の出席により成立し、出席者の過半数をもって議事を決する。なお、可否同数のときは、議長の決するところによる。
６ 議長が必要と認めたときは、会議に構成員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。
（危機管理センター）
第５条 本部に、規則第１条の目的を達成するため、危機管理センターを置く。
（危機管理センターの業務）
第６条 危機管理センターは、次に掲げる業務を行う。
(1) 危機管理に係る情報の収集及び分析に関すること。
(2) 危機管理に係る体制及びシステムの整備に関すること。
(3) 危機管理における学内外組織との連絡調整に関すること。
(4) 危機管理に係るマニュアルの作成及び整備に関すること。
(5) 危機管理に係る学内研修等の立案・実施に関すること。
(6) その他規則第１条の目的を達成するために必要な業務
（危機管理センターの組織）
第７条 危機管理センターに、次に掲げる職員を置く。
(1) 危機管理センター長
(2) 危機管理センター副センター長
(3) 専任教員
(4) その他必要な職員
２ 危機管理センター長は、危機管理センターの業務を掌理する。
３ 危機管理センター副センター長は、医歯学系長及び医歯学総合病院長をもって充て、危機管理センター長を補佐する。
４ 第１項第３号に掲げる職員は、危機管理センター長の命を受け、危機管理センターの業務に従事する。
（分室）
第８条 危機管理センターに、旭町地区の危機管理センター業務を遂行するため、旭町分室を置く。
（専任教員の選考）
第９条 危機管理センターの専任教員の選考に関し必要な事項は、別に定める。
（事務）
第１０条 本部の事務は、総務部において処理する。
（雑則）
第１１条 この規程に定めるもののほか、本部及び危機管理センターに関し必要な事項は、学長が別に定める。

０ 新潟大学危機管理計画とは
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